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　1.はじめに

成年後見制度が平成１２年４月に施行されてから、８ヶ月あまりが経過した。税理士会においても、この制度に対する関心は徐々に高まりつつある。はたして、税理士がどういう役割を果たすべきなのか、あるいは果たすことができるのであろうか。他士業に遅れはとっているものの、具体的な参画方法を模索すべく、日本税理士連合会においても成年後見制度委員会を発足させた。そうした中で、本年１１月に全国の税理士会の推薦会員等を対象に、研修会が行われた。その研修概要をみてみると、成年後見制度概論（民法学者）、社会福祉概論（社会福祉論学者）、医療概論・精神医学・老年医学等（医師）、身上監護概論（社会福祉士）、税理士業務との関係（税理士）、財産管理の実務事例（司法書士）等さまざまな分野の専門家による内容となっている。つまり、この制度に税理士が参画する場合、実務経験から得た財産管理実務だけでは、対応できないというのが実際である。

　2.他士業の動き

さて、他士業がこの制度に対してどのような動きを見せてきているのであろうか。数年前より率先してこの制度に対応しているのが、司法書士である。町の法律家としての立場から、法の専門家として高齢者等を支援していこうというのである。実際に全国規模で、１９９９年１２月に「社団法人成年後見センター・リーガルサポート」という組織を発足させている。この団体はすでに、司法書士に対する研修を行い、後見人としての資質を備えた専門家を養成し、家庭裁判所に後見人名簿（約１，５００人）を提出している。司法書士会員全国１７，０００人のうち、３，２００人ほどが「リーガルサポート」に参加しているということである。こうした司法書士の動きは、社会的な規制緩和の流れに対する危機感から、新たな分野への進出を意図したものであるとのことである。税理士という立場に置き換えたとき、同じことが言えるのではないだろうか。

　また社会福祉士会においても、「リーガルサポート」と趣旨を同じくした「ぱあとなあ」という組織を１９９９年１０月に発足し、すでに研修を数回行い、家庭裁判所に対して後見人候補者（約２００名）の登録を済ませている。高齢者支援の実際が、福祉的要素が強いことから、社会福祉士が第一の窓口となりうるのではないかと思われる。

　そして、弁護士会においても１９９７年４月「高齢者財産管理センター　ゆとりーな」という組織を発足させている。やはり権利擁護、法的支援の専門家としての役割を果たすべく、「高齢者財産管理相談」という窓口を設けて相談業務に対応している。

　行政書士会においても、ＮＰＯ法人「成年後見サポートセンター」を発足させ、成年後見制度に参画していこうという立場をとっている。

3.税理士会の役割と税理士が参入する場合の留意点

それでは、税理士会はとなると、残念ながら他士業のような団体を組織しておらず、遅れをとってしまっているというのが現状である。しかしながら、税理士が従来より財産管理手法を備えた専門家であるということだけで、個人ベースで参画していくことは到底不可能といえる。それは、まず第一に、高齢者問題が、財産管理の側面だけでは対応できないことにある。それは、成年後見制度の基本理念が、「残存能力の活用」、「ノーマライゼーション」、「自己決定の尊重」ということにもみられるように、被後見人に対する人権擁護の観点、福祉的観点を踏まえ、アドボケイド（代弁者）としての役割を十分に発揮していく必要があるからである。

つまり、被後見人の財産管理部門を税理士が担ったときに、財産の管理方法、処分の方法等についても、被後見人の意思を最大限に尊重していく必要がある。

また、成年後見法の中で、後見人の役割として財産管理と身上監護を掲げている。これに伴い、今回の大きな法改正のポイントとして、複数後見人制度の創設及び法人後見制度の創設がおりこまれている。これは、単独で後見人の役割を担うことはできないことを前提としたものといえる。したがって、財産管理については税理士、弁護士、司法書士等の専門家が、身上監護については社会福祉士、医師等の専門家がというように役割分担をしていく必要がある。

そして、個人ベースで参画することが困難である第二の点として、リスクに対する問題がある。後見人の業務を行うにあたって、財産管理上からおこり得る財産損害、被後見人に対する人権損害、被後見人に対する身体賠償及び財物賠償等々、さまざまな問題が予測される。当然、後見人の責めに帰するようなこれらの問題に対しては、専門家としての善管注意義務違反による損害賠償問題に発展していくことになる。仮に、税理士がこのような賠償問題が社会的にクローズアップされるようなことがあれば、税理士全体の信用失墜の問題にも繋がってしまう危険性を孕んでいる。こういったリスクを前提とした成年後見包括補償制度に関する賠償保険が、一部の損害保険会社で制度化されている。しかしながら、これらの保険は契約者を会社に限定されているため、我々税理士が個人ベースで加入することは残念ながらできないことになる。上記の「リーガルサポート」や「ぱあとなあ」といった組織はすでに加入をしているようである。税理士会も、なんらかの法人組織を設立し、こういったリスク問題にも備える必要があるといえる。

4.おわりに

以上のような問題を解決するために、ひとつの提言をしたい。今までの動きに見られるように、各専門家が、各士業単位ごとに、法人等の組織によって行おうとしている。しかしながら、後見人としての役割にはさまざまな分野の知識が要求されるため、単体でおこなうことは不可能といってよい。そうしたことから、ドイツの世話人協会にみられるように、成年後見を担うひとつの団体として組織化し、そのなかで弁護士、司法書士、税理士、医師、社会福祉士等が登録を行って、互いに連携して後見業務を行っていく必要があると考える。ちなみに、ドイツの世話人協会とは、親類や身近な人の中に後見人としてふさわしい人がいないと思われる場合、後見人を紹介するシステムである。これは、教会や慈善団体などが運営しているもので、後見人人材バンクといえる存在である。これには、財産管理部門に法律家や税務関係者、身上監護部門には医師や福祉関係者といった人たちが登録している。

日本においては、残念ながらドイツのようなキリスト教教会といった核となる団体がないため、行政の力を借りざるを得ないのではないだろうか。例えば、法務省や厚生省の組織として世話人協会のようなものを結成していく必要があるであろう。これによって、他の士業との連携も容易になり、またリスク問題も解決されるのではないだろうか。もちろん、将来的にこのような連携手法をとった際においても、財産管理の専門家たる税理士は、会全体として後見人としての役割・責任・手法等に関する研修制度を充実させていく必要があるといえるであろう。
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